
 

 

議員提出第１号議案  

 

   足立区人権尊重の理念の実現を目指す条例  

 上記の議案を別紙のとおり、地方自治法第１１２条及び会議規則第１

３条第１項の規定により提出する。  

  令和２年２月２０日  

         提  出  者  

足立区議会議員   ぬ か が  和 子 

同         は た の  昭 彦 

同         浅   子  け い 子 

同         西 の 原  え み 子 

同         山   中  ち え 子 

同         横 田  ゆ う 

同         きたがわ  秀 和 

 

足立区議会議長   鹿  浜    昭   様  

 

（提案理由）  

 区が啓発、教育等の施策を総合的に実施していくことにより、いかな

る種類の差別も許されないという人権尊重の理念が広く区民等に一層浸

透した街となることを目指すため、本案を提出する。  

 



 

 

足立区人権尊 重の理念 の 実現 を目指す 条例  

 

足立区は 、登録外 国人数も 多 い中、誰 もが明日 に夢をも っ て活

躍でき、多様性が 尊重され 、温かく、優しさに あふれる街 の実現

を目指してい る。  

足立区は 、人権尊 重に関し て 、日本国 憲法その 他の法令 等 を遵

守し、こ れまでも 総合的に施 策を実施して きた 。今後さら に、東

京２０２０オ リンピッ ク・パ ラ リンピック 競技大会 の開催 を契機

として、いか なる種類 の差別 も許されない というオ リンピ ック憲

章にうたわれ る理念が 、広く 区民に浸透し た街を実 現しな ければ

ならない。  

足立区に住み集う多様な 人々 の人権が、誰一人取り残 され るこ

となく尊重され、持続 可能な より良い未来のために人権尊 重の理

念が実現した都市であり続け ることは、区民の願いである。  

足立区は、このような認 識の 下、誰もが認め合う共生 社会 を実

現し、多様性を尊重する街を つくりあげるとともに、様々 な人権

に関する不当な差別を許さな いことを決意し、この条例を 制定す

る。  

   第１章  人権尊重の理念の実現  

（目的）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 足 立 区 （ 以 下 「 区 」 と い う 。） が 、 啓 発 、

教 育 等 （ 以 下 「 啓 発 等 」 と い う 。） の 施 策 を 総 合 的 に 実 施 し て

いくことによ り、いかなる 種 類の差別も許 されない という 、人

権 尊 重 の 理 念 が 広 く 区 民 等 に 一 層 浸 透 し た 街 と な る こ と を 目

的とする。  

（区の責務等 ）  

第 ２ 条  区 は 、 人 権 尊 重 の 理 念 を 足 立 区 の 隅 々 に ま で 浸 透 さ せ 、

多様性を尊重 する街を つくり あげていくた め、必要 な取組 を推



 

 

進するものと する。  

２  区は、国 及び 東京 都が実 施する人権尊 重のため の取組 につい

て協力するも のとする 。  

３  区民は 、人権 尊重の理 念 について理解 を深める ととも に、区

が こ の 条 例 に 基 づ き 実 施 す る 人 権 尊 重 の た め の 取 組 の 推 進 に

協力するよう 努めるも のとす る。  

４  事業者は 、人 権尊重の 理 念について理 解を深め 、そ の 事業活

動に関し 、人権尊 重のため の 取組を推進す るととも に、区 がこ

の 条 例 に 基 づ き 実 施 す る 人 権 尊 重 の た め の 取 組 の 推 進 に 協 力

するよう努め るものと する。  

  第２章  多様な性 の理解 の推進  

（趣旨 ）  

第３条  区は 、性自認（ 自己 の性別につい ての認識 のこと をいう。

以 下 同 じ 。） 及 び 性 的 指 向 （ 自 己 の 恋 愛 又 は 性 愛 の 対 象 と な る

性 別 に つ い て の 指 向 の こ と を い う 。 以 下 同 じ 。） を 理 由 と す る

不 当 な 差 別 の 解 消 （ 以 下 「 差 別 解 消 」 と い う 。） 並 び に 性 自 認

及び性的指向 に関する 啓発等 の推進を図る ものとす る。  

（性自認及び 性的指向 を理由 とする不当な 差別的取 扱いの 禁止 ） 

第４条  区 、区民 及び事業 者 は、性自 認及び性 的指向を 理 由とす

る不当な差別 的取扱い をして はならない。  

（区 の責務）  

第５条  区は 、第３条 に規定 する差別解消 並びに性 自認及 び性的

指向に関する 啓発等の 推進を 図るため、基 本計画を 定める とと

もに、必要な 取組を推 進する ものとする。  

２  区は 、前項の 基本計画 を 定めるに当た っては 、区民 等 から意

見を聴くもの とする。  

３  区は、国 及び 東京 都が実 施する差別解 消並びに 性自認 及び性

的指向に関す る啓発等 の取組 について協力 するもの とする 。  



 

 

（区民 の責務 ）  

第６条  区民 は、区が この条 例に基づき実 施する差 別解消 の取組

の推進に協力 するよう 努める ものとする。  

（事業者の責 務 ）  

第７条  事業 者は 、その事 業 活動に関し 、差別 解消の取 組 を推進

するとともに 、区がこ の条例 に基づき実施 する差別 解消の 取組

の推進に協力 するよう 努める ものとする。  

   第 ３ 章  本 邦 外 出 身 者 に 対 す る 不 当 な 差 別 的 言 動 の 解 消

に向けた取組 の 推進  

 （趣旨 ）  

第 ８条  区は 、本邦外 出身者 に対する不当 な差別的 言動の 解消に

向けた取組の 推進に関 する法 律（平成 ２８年法 律第６８ 号 。以

下 「 法 」 と い う 。） 第 ４ 条 第 ２ 項 に 基 づ き 、 区 の 実 情 に 応 じ た

施策を講ずる ことによ り、不 当な差別的言 動（ 法第２条 に 規定

するものをい う。以下 同じ。）の解消を図 るものと する。  

（定義 ）  

第 ９条  この 章におい て、次 の各号に掲げ る用語の 意義は 、それ

ぞれ当該各号 に定める ところ による。  

 （１ ）  公の施 設  地方 自 治法（昭和２２ 年法律第 ６７ 号）第

２４４条の２ の規定に 基づき 、区条例で設 置する施 設をい う。 

 （ ２ ）  表 現活動  集団行 進及び集団示 威運動並 びにイ ンター

ネットによる 方法その 他手段 により行う表 現行為を いう。  

 （啓発等の 推進 ）  

第 １０ 条  区 は、不当 な差別 的言動を解消 するため の啓発 等を推  

 進するもの とする。  

 （公の施設 の利用制 限）  

第１１条  区 長は、公 の施設 において不当 な差別的 言動が 行われ

ることを防止 するため 、公の 施設の利用制 限につい て基準 を定



 

 

めるものとす る。  

２  区長は 、前項 の基準を定 め、又は 改正する ときは 、足 立区人

権 尊 重 の 理 念 の 実 現 を 目 指 す 条 例 第 １ ４ 条 の 規 定 に よ り 設 置

す る 審 査 会 （ 以 下 「 審 査 会 」 と い う 。） の 意 見 を 聴 か な け れ ば

ならない。  

 （拡散防止 措置及び 公表）  

第１２条  区 長は、次 に掲げ る表現活動が 不当な差 別的言 動に該

当すると認め るときは 、事案 の内容に即し て当該表 現活動 に係

る 表 現 の 内 容 の 拡 散 を 防 止 す る た め に 必 要 な 措 置 を 講 ず る と

ともに、当該 表現 活動 の概要 等を公表する ものとす る。た だし、

公 表 す る こ と に よ り 第 ８ 条 の 趣 旨 を 阻 害 す る と 認 め ら れ る と

きその他特別 の理由が あると 認められると きは、公 表しな いこ

とができる。  

 （１ ）  区 の区域内 で行わ れた表現活動  

 （２ ）  区の 区域外で 行わ れた表現活 動（区 の区域内で 行われ

た こ と が 明 ら か で な い も の を 含 む 。） で 次 の い ず れ か に 該 当

するもの  

  ア  区民 等（ 区の区域内 に住所を有す る者 、在勤する 者、在

学 す る 者 そ の 他 区 に 関 係 あ る 者 を い う 。 以 下 同 じ 。） に 関

する表現活動  

  イ  アに 掲げる表 現活動 以外のもので あって、区の区 域内で

行 わ れ た 表 現 活 動 に 係 る 表 現 の 内 容 を 区 域 内 に 拡 散 す る

もの  

２  前項の規 定による 措置及 び公表は、区 民等の申 出又は 職権に  

より行うもの とする。  

３  区長は 、第１ 項の規定 に よる公表を行 うに当た っては 、当該

不 当 な 差 別 的 言 動 の 内 容 が 拡 散 す る こ と の な い よ う 十 分 に 留

意しなければ ならない 。  



 

 

４  第１項の 規定によ る公表 は、インター ネットを 利用す る方法

その他区長が 認める方 法によ り行うものと する。  

 （拡散防止 措置等に 係る審 査会の意見聴 取）  

第１３条  区 長は、前 条第１ 項各号に定め る表現活 動が不 当な差

別 的 言 動 に 該 当 す る お そ れ が あ る と 認 め る と き 又 は 同 条 第 ２

項の規定によ る申出が あった ときは、次に 掲げる事 項につ いて、

審査会の意見 を聴かな ければ ならない 。ただし 、同 項の規 定に

よる申出があ った場合 におい て、当該申出 に係る表 現活動 が同

条 第 １ 項 各 号 の い ず れ に も 該 当 し な い と 明 ら か に 認 め ら れ る

ときは、この 限りでな い。  

 （ １ ）  当 該表現活 動が前 条第１項各号 のいずれ かに該 当する

ものであるこ と。  

 （ ２ ）  当 該表現活 動が不 当な差別的言 動に該当 するも のであ

ること。  

２  区長は 、前項 ただし書 の 場合には 、速やか に審査会 に 報告し  

な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 審 査 会 は 区 長 に 対 し 、 

当該報告に係 る事項に ついて 意見を述べる ことがで きる。  

３  区長は、前条第１ 項の規 定による措置 又は公表 を行お うとす

る と き は 、 あ ら か じ め 審 査 会 の 意 見 を 聴 か な け れ ば な ら な い 。 

 （審査会の 設置）  

第 １ ４ 条  第 １ １ 条 ２ 項 及 び 前 条 各 項 の 規 定 に よ り そ の 権 限 に

属するものと された事 項につ いて調査審議 し、又は 報告に 対し

て意見を述べ させるた め、区 長の附属機関 として 、審査 会 を置

く。  

２  審査会は 、前 項に定め る もののほか 、この 章の施行 に 関する

重要な事項に ついて調 査審議 するとともに 、区長に 意見を 述べ

ることができ る。  

 （審査会の 組織）  



 

 

第１５条  審 査会は、 委員５ 人以内で組織 する。  

２  審査会の 委員は 、区長 が 、学識経 験者その 他適当と 認 める者

のうちから委 嘱する。  

３  委員の任 期は２年 とし、補欠の委員の 任期は前 任者の 残任期

間とする。た だし、再 任を妨 げない。  

（審査会の調 査審議手 続）  

第１６条  審 査会は、区長又 は第１３条第 １項若し くは第 ３項の

規 定 に よ り 調 査 審 議 の 対 象 と な っ て い る 表 現 活 動 に 係 る 第 １

２ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 申 出 を 行 っ た 区 民 等 に 意 見 書 又 は 資

料の提出を求 めること 、適当 と認める者に その知っ ている 事実

を述べさせる ことその 他必要 な調査を行う ことがで きる。  

２  審査会は 、前 項の表現 活 動を行った者 に対し 、相当 の 期間を  

定めて、書面 により意 見を述 べる機会を与 えること ができ る。  

３  審査会は 、必 要がある と 認めるときは 、そ の指名す る 委員に

第１項の規定 による調 査を行 わせる ことが できる。  

 （審査会の 規定に関 する委 任）  

第１７条  前 ３条に定 めるも ののほか、審 査会の組 織及び 運営並

び に 調 査 審 議 の 手 続 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 区 長 が 別 に 定 め る 。 

 （表現の自 由等への 配慮）  

第１８条  こ の章の規 定の適 用に当たって は、表現 の自由 その他

の 日 本 国 憲 法 の 保 障 す る 国 民 の 自 由 と 権 利 を 不 当 に 侵 害 し な

いように留意 しなけれ ばなら ない。  

付  則  

１  この条例 は、公布の日か ら施行する 。ただ し、第 １１ 条から   

 第１３条ま で及び第 １６条 の規定は、令 和２年 ７ 月１日 から施  

行する。  

２  第１１条 から第１ ３条ま で及び第 １６ 条の規定 は、前 項ただ

し 書 に 規 定 す る 日 以 後 に 行 わ れ た 表 現 活 動 に つ い て 適 用 す る 。 



 

 

３  区は 、この条 例の施行 後 ３年を経過し た場合に おいて 、この

条例の規定の 施行の状 況につ いて検討を加 え、必要 がある と認

めるときは、その結果 に基づ いて必要な措 置を講ず るもの とす

る。  

４  足 立 区 附 属 機 関 の 構 成 員 の 報 酬 お よ び 費 用 弁 償 に 関 す る 条

例（昭和 ３９年足 立区条例 第 １７号）の一部を 次のよう に 改正

する。  

 別表区長の 部に次の ように 加える。  

 

 

足 立 区 人 権 尊 重 の 理 念 の 実 現 を 目 指 す 条

例 第 １ ４ 条 の 規 定 に よ り 設 置 す る 審 査 会  

日 額  ７ ， ０ ０ ０ 円  


